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第67期定時株主総会招集ご通知に
際してのインターネット開示事項

第67期
［2018年４月１日から2019年３月31日まで］

 　　　・連結株主資本等変動計算書

 　　　・連結計算書類の連結注記表

　　　 ・株主資本等変動計算書

　　　 ・計算書類の個別注記表

 会計監査人及び監査役の監査を受けた本開示書類は、法令及び当社

 定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト

 （http://www.hakuto.co.jp)に掲載することにより、株主の皆様に

 ご提供するものであります。

表紙
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連結株主資本等変動計算書

(2018年４月１日から
2019年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 8,100 7,289 39,186 △5,492 49,083

会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額

△205 △205

会計方針の変更を反映した
当連結会計年度期首残高

8,100 7,289 38,980 △5,492 48,877

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △960 △960

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

2,473 2,473

自 己 株 式 の 処 分 19 19

自 己 株 式 の 取 得 △404 △404

連 結 範 囲 の 変 動 △32 △32

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額）

当連結会計年度変動額合計 － － 1,480 △384 1,095

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 8,100 7,289 40,460 △5,876 49,973

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損　　　益

為替換算
調整勘定

退職給付に
係 る 調 整
累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当連結会計年度期首残高 4,306 △18 587 △376 4,499 53,583

会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額

205 205 －

会計方針の変更を反映した
当連結会計年度期首残高

4,306 △18 793 △376 4,705 53,583

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △960

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

2,473

自 己 株 式 の 処 分 19

自 己 株 式 の 取 得 △404

連 結 範 囲 の 変 動 △32

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

△278 16 149 69 △43 △43

当連結会計年度変動額合計 △278 16 149 69 △43 1,051

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 4,028 △1 942 △307 4,661 54,635

－ 1 －
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連結注記表

(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数　12社

連結子会社の名称

伯東A&L株式会社、Hakuto Enterprises Ltd.、Hakuto Singapore Pte. Ltd.、Hakuto 

Taiwan Ltd.、Hakuto (Thailand) Ltd.、Hakuto Engineering (Thailand)Ltd.、Hakuto 

Enterprises (Shanghai) Ltd.、Hakuto Trading (Shenzhen) Ltd.、Hakuto 

America,Inc.、Hakuto Czech s.r.o.、モルデック株式会社及び伯東ライフサイエンス

株式会社であります。

従来、非連結子会社であったHakuto America,Inc.、Hakuto Czech s.r.o.は重要性

が増したことにより、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

(2) 非連結子会社の名称等

Microtek Hongkong Ltd.、Microtek Shanghai Ltd.、Hakuto Malaysia Sdn.Bhd.

非連結子会社Microtek Hongkong Ltd.、Microtek Shanghai Ltd.及びHakuto 

Malaysia Sdn.Bhd.は総資産、売上高、連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり重要性がないため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社の数及び名称

持分法を適用した関連会社の数　２社

持分法適用関連会社の名称

サンエー技研株式会社及び株式会社エーエスエー・システムズであります。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

非連結子会社の名称

Microtek Hongkong Ltd.、Microtek Shanghai Ltd.、Hakuto Malaysia Sdn.Bhd.

持分法を適用していない理由

Microtek Hongkong Ltd.、Microtek Shanghai Ltd.及びHakuto Malaysia Sdn.Bhd.

は、連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

   　Hakuto Enterprises (Shanghai) Ltd.、及びHakuto Trading (Shenzhen) Ltd.の決算

日は12月末日であります。連結計算書類の作成に当たっては、連結決算日現在で仮決算

を行った計算書類を基礎としております。

　なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は連結決算日と一致しております。

－ 2 －
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４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの：決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を

採用しております。

時価のないもの：移動平均法による原価法を採用しております。

②　デリバティブ取引

時価法を採用しております。

③　たな卸資産

商品、製品、原材料及び仕掛品は主として移動平均法に基づく原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）、貯蔵品は主として先入

先出法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社の有形固定資産の減価償却の方法は、定額法を採用してお

ります。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。また、在外連結子会社については、個別見積により耐用年数

を決定し、主として建物については定額法、その他の有形固定資産については定率法

を採用しております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

(ｲ) 自社利用のソフトウエア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

(ﾛ) その他の無形固定資産

定額法を採用しております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっております。

③　リース資産

(ｲ) 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

(ﾛ) 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

売掛金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

②　賞与引当金

当社及び一部の連結子会社の従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額基準によ

り計上しております。

③　役員賞与引当金

役員賞与の支給に備えるため、当連結会計年度末における支給見込額に基づき計上

しております。

④　製品保証引当金

販売済商品及び製品に係る一定期間内の無償サービスに要する費用の発生に備える

ため、実績率を基にした会社所定の基準により計上しております。

－ 3 －
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⑤　役員退職慰労引当金

当社及び連結子会社の一部の役員の退職慰労金の支払に備えるため、主として役員

の退職慰労金に関する内規に基づく期末要支払額をもって設定しております。なお、

当社は2004年６月に役員報酬制度を改訂しており、2004年７月以降対応分については、

引当計上を行っておりません。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理しております。

③　小規模企業等における簡便法の採用

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に

係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しており

ます。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、ヘッジ会計の金利スワップの特例処理の

要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

(ｲ) ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建予定取引

(ﾛ) ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…銀行借入（変動金利のもの）

③　ヘッジ方針

為替予約取引等につきましては、為替相場の変動リスクを回避することを目的とし

て、当社の「市場リスク管理規程」及び「外国為替予約締結マニュアル」に従い、実

施しております。金利スワップは金利変動による借入債務の損失可能性を減殺する目

的で行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

為替予約取引等につきましては、ヘッジ手段とヘッジ対象の外貨建予定取引に関す

る重要な条件が同一であると認められ、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動

を完全に相殺するものと想定することができることから、有効性の判定は省略してお

ります。

また、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについて特例処理を行っている

ため、有効性の判定を省略しております。

(6)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

(7) その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

－ 4 －
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５．のれんの償却方法及び償却期間に関する事項

のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

６．追加情報

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社は、従業員への福利厚生を目的として、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を

交付する取引を行っておりましたが、2018年７月26日をもって当該信託は終了しておりま

す。

(1）取引の概要

　本取引は、当社が「伯東従業員持株会」（以下「当社持株会」という。）に加入する

従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者とする信託を設定し、本信託は2014年３

月から約５年間にわたり当社持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を一括して取

得いたします。その後、本信託は、当社株式を毎月一定日に当社持株会に売却いたしま

す。信託終了時に、株価の上昇により信託収益がある場合には、受益者たる従業員の拠

出割合に応じて金銭が分配されます。株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係る

債務が残る場合には、金銭消費貸借契約の保証条項に基づき、当社が銀行に対して一括

して弁済するため、当社に費用負担が生じます。

(2）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）によ

り純資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数

は、前連結会計年度19百万円、19,700株、当連結会計年度－百万円、－株であります。

(3）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　該当なし

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号　2018年２月16

日)等を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の

区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

(会計方針の変更に関する注記）

（在外子会社の収益及び費用の換算方法の変更）

　在外子会社の収益及び費用については、従来、決算日の直物為替相場により円貨に換算

しておりましたが、当連結会計年度より期中平均相場により円貨に換算する方法に変更し

ております。

　この変更は、在外子会社の収益及び費用の重要性が増加していることに鑑み、一時的な

為替相場の変動による期間損益への影響を緩和し、会計期間を通じて発生する損益をより

適切に連結計算書類に反映させるために行ったものです。

　これにより従来の方法と比べて、売上高が１百万円減少し、営業利益が１百万円、経常

利益が１百万円、税金等調整前当期純利益が１百万円、親会社株主に帰属する当期純利益

が１百万円、それぞれ増加しております。また、当連結会計年度の期首の純資産に累積的

影響額が反映されたことにより、利益剰余金当期首残高は205百万円減少し、為替換算調整

勘定は同額増加しております。

－ 5 －
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(表示方法の変更）

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取家賃」は、

金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。

　前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「売上債権売却損」

は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。

　また前連結会計年度において独立掲記しておりました「営業外費用」の「クレーム処理

費」は金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示し

ております。

(連結貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 10,654百万円

２．有形固定資産の取得価額から直接控除している国庫補助金等の圧縮記帳額

建物

機械及び装置

その他

3百万円

84百万円

2百万円

(連結損益計算書に関する注記）

　当連結会計年度において計上しております倉庫移転費用は当社の連結子会社である

Hakuto Enterprises Ltd. 及びHakuto Singapore Pte.Ltd.の倉庫移転の費用であり、その

内訳は以下の通りであります。

固定資産除売却損 19百万円

引越費用等 22百万円

41百万円

(連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度期首
株 式 数 （ 株 ）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株 式 数 （ 株 ）

発行済株式

普通株式 24,137,213 ― ― 24,137,213

合　計 24,137,213 ― ― 24,137,213

自己株式

普通株式(注) 3,271,467 331,194 19,700 3,582,961

合　計 3,271,467 331,194 19,700 3,582,961

（注）１．自己株式の株式数には、従業員持株ＥＳＯＰ信託が所有する当社株式（当連結会

計年度期首19,700株、当連結会計年度末－株）が含まれております。

　　　２．自己株式の株式数の増加331,194株は、2019年２月28日開催の取締役会決議に基づく

自己株式の取得等によるものであります。

　　　３．自己株式の株式数の減少19,700株は、従業員持株ＥＳＯＰ信託から従業員持株会へ

の売却によるものであります。
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２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決　議 株式の種類
配 当 金 の
総額(百万円)

１ 株 当 た り
配 当 額 ( 円 )

基　準　日 効力発生日

2018年５月15日
取 締 役 会

普通株式 543 26.00 2 0 1 8年３月31日 2 0 1 8年６月６日

2018年10月29日
取 締 役 会

普通株式 417 20.00 2 0 1 8年９月30日 20 1 8年1 2月５日

（注）１．2018年５月15日取締役会の決議による配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ

信託が所有する当社株式に対する配当金０百万円が含まれております。

２．2018年５月15日取締役会の決議による１株当たりの配当額の内訳は、普通配当

20.00円、特別配当6.00円であります。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち配当の効力発生日が翌連結会計年度となるも

の

決議予定 株式の種類
配 当 金 の
総額(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基　準　日 効力発生日

2019年５月15日
取 締 役 会

普通株式 616 利益剰余金 30.00 2019年３月31日 2019年６月５日

（注）１．2019年５月15日取締役会の決議による１株当たりの配当額の内訳は、普通配当

20.00円、記念配当10.00円であります。

－ 7 －
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(金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に電子部品・電子機器の販売及び工業薬品事業製品の製造販売事

業を行うための運転資金を主に銀行借入により調達しております。一時的な余資は安

全性の高い預金、又はグループ企業に対する貸付金として運用しております。デリバテ

ィブは借入金の金利変動リスク及び為替変動リスクを回避するために利用しており、投

機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されて

おります。当該リスクは当社与信管理規程、売掛債権管理規程等に従って与信管理部署

の業務部で管理されております。

投資有価証券は市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては

財経部で定期的に時価が把握され、常務会に報告されております。

営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、その殆どが１年以内の支払期

日です。

借入金の一部は金利変動リスクに晒されておりますが、金利スワップ取引をヘッジ手

段として利用しております。ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特

例処理の要件を満たしているため、その判定をもって有効性の評価を省略しておりま

す。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッ

ジを目的とした先物為替予約等取引です。なお、当社グループのデリバティブ取引の契

約先はいずれも信用度の高い銀行であるため、相手先の契約不履行による信用リスク

は、ほとんどないと判断しております。

為替予約取引等のリスク管理体制につきましては、当社の「市場リスク管理規程」及

び「外国為替予約締結マニュアル」に従い、財経部によって管理され、為替予約取引の

残高は、月ごとの定例取締役会で月次決算報告として報告しております。なお、ヘッジ

会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等につ

いては、前述の「会計方針に関する事項」に記載されている「重要なヘッジ会計の方

法」をご覧ください。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込

んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあ

ります。

(4) 信用リスクの集中

当連結会計年度末における特段の信用リスクの集中はありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、

次表には含めておりません。（（注２）を参照ください。）

連結貸借対照表計上額（百万円） 時　　価（百万円） 差　　額（百万円）

(1) 現金及び預金 7,608 7,608 －

(2) 受取手形及び売掛金 31,151 31,151 －

(3) 電子記録債権 5,981 5,981 －

(4) 投資有価証券 7,340 7,340 －

資　産　計 52,082 52,082 －

(5) 支払手形及び買掛金 15,881 15,881 －

(6) 電子記録債務 2,742 2,742 －

(7) 短期借入金 7,100 7,100 －

(8) 長期借入金（※１） 1,223 1,235 12

負　債　計 26,947 26,959 12

デリバティブ取引（※２） 66 66 －

（※１）１年以内に期限到来予定の流動負債に含まれている長期借入金を含めております。

（※２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正

味の債務となる項目については（）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3) 電子記録債権

これらは短期間で決済される性格のものであるため、時価は帳簿価額と近似して

いることから、当該帳簿価額によっております。

(4) 投資有価証券

投資有価証券の時価については、株式は取引所の価格によっております。

(5) 支払手形及び買掛金、(6)電子記録債務、(7) 短期借入金

これらは短期間で決済される性格のものであるため、時価は帳簿価額と近似して

いることから、当該帳簿価額によっております。

(8) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場

合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関等から提示された価格等に

基づき算定しております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連結貸借対照表計上額（百万円）

子会社株式及び関連会社株式 993

非上場株式 112

　上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローが約定されておら

ず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、(4) 投資有価証券には含め

ておりません。
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（注３）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内（百万円） １年超５年以内（百万円） ５年超10年以内（百万円） 10年超（百万円）

現金及び預金 7,608 － － －

受取手形及び売掛金 31,151 － － －

電子記録債権 5,981 － － －

合　計 44,742 － － －

（注４）長期借入金の連結決算日後の返済予定額

１ 年 以 内
（百万円）

１年超２年
以 内
（百万円）

２年超３年
以 内
（百万円）

３年超４年
以 内
（百万円）

４年超５年
以 内
（百万円）

５ 年 超
（百万円）

長期借入金 633 319 180 90 － －

(１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 2,658円10銭

１株当たり当期純利益 118円63銭

（注１）従業員持株ＥＳＯＰ信託が所有する当社株式を、「１株当たり当期純利益」の

算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（当連結会

計年度3,753株）。なお、2018年７月26日をもって当該信託は終了しておりますため、

「１株当たり純資産額」の算定には影響を与えておりません。

（注２）会計方針の変更に関する注記に記載のとおり、在外子会社の収益及び費用につ

いては、従来、決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりましたが、当連結会計

年度より期中平均相場により円貨に換算する方法に変更しております。

　これにより従来の方法と比べて、１株当たり当期純利益が８銭増加しております。

(その他の注記）

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に記載

の金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2018年４月１日から
2019年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計資本準備金

そ　の　他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計圧縮記帳

積 立 金
別　　途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 8,100 2,532 4,756 7,289 0 16,000 14,200 30,200 △5,491 40,098

当 期 変 動 額

圧 縮 記 帳
積立金の取崩

△0 0 － －

剰余金の配当 △960 △960 △960

当期純利益 2,716 2,716 2,716

自己株式の処分 19 19

自己株式の取得 △404 △404

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 － － － － △0 － 1,755 1,755 △384 1,370

当 期 末 残 高 8,100 2,532 4,756 7,289 0 16,000 15,956 31,956 △5,876 41,469

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計その他有価証

券評価差額金
繰延ヘッジ損益

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 4,308 △18 4,290 44,388

当 期 変 動 額

圧 縮 記 帳
積立金の取崩

－

剰余金の配当 △960

当期純利益 2,716

自己株式の処分 19

自己株式の取得 △404

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

△278 16 △261 △261

当期変動額合計 △278 16 △261 1,108

当 期 末 残 高 4,029 △1 4,028 45,497

－ 11 －
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個別注記表

(重要な会計方針に係る事項)

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①　子会社株式、関連会社株式及び関係会社出資金

移動平均法による原価法を採用しております。

②　その他有価証券

時価のあるもの：決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を

採用しております。

時価のないもの：移動平均法による原価法を採用しております。

(2) デリバティブ等

デリバティブ取引

時価法を採用しております。

(3) たな卸資産

商品、製品、原材料及び仕掛品は移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）、貯蔵品は先入先出法に基づく原

価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用

しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産の減価償却の方法は、定額法を採用しております。なお、耐用年数及

び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

①　自社利用のソフトウエア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

②　のれん

のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

(3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(4）その他の無形固定資産

定額法を採用しております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売掛金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上しております。

(3) 役員賞与引当金

役員賞与の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき計上して

おります。

(4) 製品保証引当金

販売済商品及び製品に係る一定期間内の無償サービスに要する費用の発生に備える

ため、実績率を基にした会社所定の基準により計上しております。
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(5) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付

見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によ

っております。

また、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理する方法によることとしております。

(6) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備えるため、役員の退職慰労金に関する内規に基づく期

末要支払額をもって設定しております。なお、2004年６月に役員報酬制度を改訂して

おり、2004年７月以降対応分については、引当計上を行っておりません。

４．ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、ヘッジ会計の金利スワップの特例処理の

要件を満たす金利スワップについては特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

①　ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建予定取引

②　ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…銀行借入（変動金利のもの）

(3) ヘッジ方針

為替予約取引等につきましては、為替相場の変動リスクを回避することを目的とし

て、当社の「市場リスク管理規程」及び「外国為替予約締結マニュアル」に従い、実

施しております。金利スワップは金利変動による借入債務の損失可能性を減殺する目

的で行っております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象の外貨建取引に関する重要な条件が同一であると認められ、

ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動を完全に相殺するものと想定することが

できることから、有効性の判定は省略しております。

また、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについて特例処理を行っている

ため、有効性の判定を省略しております。

５．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

６．その他計算書類作成のための基本となる事項

(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書

類における会計処理の方法と異なっております。

(2) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。
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７．追加情報

　（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　　信託型従業員持株インセンティブ・プランの会計処理について、連結注記表「連結計

　算書類の作成のための基本となる重要な事項（６．追加情報）」に同一の内容を記載し

　ておりますので、注記を省略しております。

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号　2018年２月16日)

等を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表

示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

－ 14 －
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(表示方法の変更に関する注記）

（損益計算書）

　前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「売上債権売却損」

は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしました。

　また前事業年度において独立掲記しておりました「営業外費用」の「クレーム処理費」

は金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しておりま

す。

(貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 8,521百万円

２．有形固定資産の取得価額から直接控除している国庫補助金等の圧縮記帳額

建物 3百万円

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 6,491百万円

短期金銭債務 1,587百万円

(損益計算書に関する注記）

　　関係会社との取引高

売上高 26,183百万円

仕入高 3,675百万円

その他の営業取引高 1,022百万円

営業取引以外の取引高 1,179百万円

(株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 3,582,918株

－ 15 －
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(税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産の発生の主なもの

賞与引当金 259百万円

貸倒引当金 18百万円

たな卸資産評価損 168百万円

関係会社株式等評価損 208百万円

投資有価証券評価損 173百万円

減価償却超過額 21百万円

減損損失 408百万円

その他 139百万円

繰延税金資産小計 1,398百万円

評価性引当額 △711百万円

繰延税金資産合計 686百万円

２．繰延税金負債の発生の主なもの

その他有価証券評価差額金 △1,760百万円

前払年金費用 △94百万円

その他 △0百万円

繰延税金負債合計 △1,854百万円

繰延税金負債の純額 △1,168百万円

－ 16 －
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(関連当事者との取引に関する注記）

子会社及び関連会社等

種 類 名 称 住 所
資本金又
は出資金

事業の内容
又 は 職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科 目
期末残高
（百万円）

子会社

Hakuto
Enterprises
(Shanghai)
Ltd.

中国
上海市

千RMB
56,364

電子部品、
機器の販売

（所有）
直接
100％

電 子 部
品 ・ 機
器、工業
薬品の当
社からの
仕入及び
当社への
販売
役員の兼
任

電子部品・
機器の販売
（注）

3,944 売掛金 1,683

子会社
Hakuto
(Thailand)
Ltd.

タイ
バンコク

千Bht
115,204

電子部品、
機器の販売

(所有)
直接
100％

電 子 部
品・機器
の当社か
らの仕入
及び当社
への販売
役員の兼
任

電子部品・
機器の販売
（注）

4,778 売掛金 810

子会社
Hakuto
Enterprises
Ltd.

香港
九龍

千HK$
22,025

電子部品、
機器の販売

（所有）
直接
100％

電 子 部
品・機器
の当社か
らの仕入
及び当社
への販売
役員の兼
任

電子部品・
機器の販売
（注）

10,562 売掛金 1,687

子会社
Hakuto
Singapore
Pte.Ltd．

シンガ
ポール

千SIN$
5,000

電子部品、
機器の販売

（所有）
直接
100％

電 子 部
品・機器
の当社か
らの仕入
及び当社
への販売
役員の兼
任

電子部品・
機器の販売
（注）

4,633 売掛金 1,431

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

（注）製商品の販売については、一般取引条件及び市場価格を参考にして決定しております。

(１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 2,213円53銭

１株当たり当期純利益 130円27銭

（注）従業員持株ＥＳＯＰ信託が所有する当社株式を、「１株当たり当期純利益」の算定

上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（当事業年度

3,753株）。なお、2018年７月26日をもって当該信託は終了しておりますため、「１

株当たり純資産額」の算定には影響を与えておりません。

(その他の注記）

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表に記載の金額は、百万円

未満の端数を切り捨てて表示しております。

－ 17 －
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